
①

平成30年度行政評価　施策評価シート　（平成29年度実績）
施策名 家庭と地域における子育て支援

施策コード 030301

　１．施策の担当

主管課

関係課

こども部 子育て支援課

　２．総合計画における位置づけ

総合計画

政策

施策

節
第３章　やさしさとふれあいのあるまち
づくり（安心・健康）

第３節　児童福祉

家庭と地域における子育て支援

　基本方針

・ 地域における子育て支援について、在宅で保育を行う家庭を含むすべての子育て家庭に対する支援の観点から、利用者のニー
ズを十分にふまえながら、様々な子育て支援サービスの充実を図り、サービスの利用促進を行います。
・関係機関が連携し、児童虐待の未然防止、早期発見、早期対応を図る総合的で組織的な対策を講じ、子どもに対する虐待のない
まちづくりを推進します。

　現況と課題

・次世代育成支援行動計画（後期計画）の策定時には、市民に対して子育て支援に関するニーズ調査を基に、必要事業量を算出し
ていますが、今後は、少子化の動向等を踏まえ、また、事業効果も勘案しながら、各種事業を進めていく必要があります。
・子育て支援短期利用事業（ショートステイ）など子育て支援サービスについては、施設の空き状況によっては、急な対応が難し
い場合があります。
・家庭や地域において、子どもを養育する機能が低下しているなか、家庭児童相談の充実や児童虐待の早期発見、早期対応を図る
ため、組織、体制の機能強化が求められています。

　施策目標

　対象（誰を、何を、どこを）

子どもと子育て家庭

　意図（どのような状態にしたいのか）

子どもたちの健康を増進し、情操を豊かにすることを目的として、関連する支援を進めます。

　３．市民ニーズ

満足度（偏差値）

H26 H27 H28 H29 H30

重要度（偏差値）

H24

40.6

H25

59.6

　４．施策にかかるコスト

単位 H28決算 H29決算

コス
トの
内訳

人件費

事業費

フルコスト

千円

76,912 74,492

財源
内訳

国庫支出金

府支出金

市債

その他
一般財源１（＝フル
コストー特定財源）

一般財源２（＝直接
事業費ー特定財源）

千円

1,966,664 1,924,849

522,782 529,234

324,636 303,201

1,889,752 1,850,357

1,116,212 1,090,276

0 0

3,034 2,138

445,870 454,742

　５．施策の成果指標

成果指標１ ファミリー・サポート・センターの総登録会員数

項目 H26実績 H27実績 H28実績 H29実績 H30計画 H31計画

実績値

達成度

H25実績

600.0

108.17

670.0 800.0 800.0目標値 800.0

649.0 791.0 926.0 1,011.0 1,098.0

660.0

指標設定の根拠 目指そう値の設定根拠 目標達成・未達成の理由・背景

119.85 138.21 126.38 137.25

登録会員（依頼会員・提供会員）
が増えることにより、市民の子育
て支援活動が活発化している状況
がわかります。

平成20年度事業開始の新規事業。
平成27年度の実績等を勘案し、最
終目標値を800件に見直しを行い
ました。

広報掲載や講座等を活発に活動した結果、効果が現れたと
思われる。登録会員の内訳は利用会員991人、提供会員92
名、両方会員15名となっている。今後提供会員を増やして
いく必要があります。



②

③

④

図

成果指標２ ファミリー・サポート・センター会員の年間活動回数

項目 H25実績 H26実績 H27実績 H28実績 H29実績 H30計画 H31計画

目標値 1,620.0 2,220.0 2,290.0 2,600.0 2,600.0

実績値 2,131.0 2,647.0 2,674.0 2,999.0 3,319.0

119.23 116.77 115.35 127.65

2,600.0

指標設定の根拠 目指そう値の設定根拠 目標達成・未達成の理由・背景

ファミリー・サポート・センター
会員活動回数により、市民の子育
て支援活動が活発化している状況
がわかります。

平成２１年度を７５回／月×１
２ヶ月＝９００回とし、平成２５
年度は１３５回／月×１２ヶ月＝
１，６２０回（年ごとに月１５回
ずつ増加）としていたが、平成２
７年実績値を勘案し最終目標値を
２，６００件としました。

利用内容として、送迎の利用が1336件、送迎を伴う預かり
保育1143件、預かり保育445件、その他援助活動395件。

達成度 131.54

成果指標３ 地域子育て支援センター年間利用者数

項目 H25実績 H26実績 H27実績 H28実績 H29実績 H30計画 H31計画

目標値 7,110.0 7,120.0 7,130.0 7,140.0 7,150.0

実績値 5,916.0 5,587.0 6,044.0 5,970.0 6,225.0

78.47 84.77 83.61 87.06

7,160.0

指標設定の根拠 目指そう値の設定根拠 目標達成・未達成の理由・背景

地域子育て支援センターで実施す
る各事業（「おひさまクラブ」や
「よちよちルーム」）の利用数を
把握することにより、保育所や幼
稚園に通っていない子育て家庭の
支援が図られているかが分かる指
標となります。

今後も少子化が進行していくこと
が予想される中、平成23年度実績
に基づいて、毎年10件ずつ利用家
庭数を増やしていくことを目標と
して設定しています。

地域における子育て支援の拠点施設として、今後の利用者
数の増加が見込まれます。

達成度 83.21

成果指標４ 家庭児童年間相談件数

項目 H25実績 H26実績 H27実績 H28実績 H29実績 H30計画 H31計画

目標値 5,000.0 4,900.0 4,800.0 4,700.0 4,600.0 4,500.0

実績値 5,365.0 4,798.0 4,510.0 5,361.0 6,632.0

目指そう値の設定根拠 目標達成・未達成の理由・背景

102.1 106.4 87.7 69.4達成度 93.2

指標設定の根拠

児童虐待の未然防止、早期発見及
び早期対応が図れているか、相談
件数を把握することで、その状況
が分かるため、指標に設定しまし
た。

平成22年度の実績より、相談件数
は毎年増加傾向にあるものの、目
標としては、家庭児童相談に応じ
ていく中で、毎年100件ずつ減ら
していくことを目標として設定し
ています。
平成25年度後期計画策定時に平成
24・25年度の実績等を勘案し、目
標値の見直しを行いました。

延相談件数は増加傾向（実件数、H28年度606件→H29年度
797）。相談内容は、精神不安を抱える保護者、特定妊婦及
びＤＶに係るケースなど複雑多様化している。平成24年度
以降はネグレクト（育児放棄）の件数が増加傾向であった
が、平成28年度以降は身体的虐待と心理的虐待も大幅に増
加した。

0.0

200.0

400.0

600.0

800.0

1,000.0

1,200.0

H25実績 H26実績 H27実績 H28実績 H29実績 H30計画 H31計画

成果指標①

目標値

実績値

0.0

500.0

1,000.0

1,500.0

2,000.0

2,500.0

3,000.0

3,500.0

H25実績 H26実績 H27実績 H28実績 H29実績 H30計画 H31計画

成果指標②

目標値

実績値



Ｂ04,113 4,770 011 01083264 子どもの未来応援事業
074,492 1,850,357 454,742合計

Ｂ0822 2,450 47010 01082360 未熟児養育医療給付事業

Ａ02,468 137 479 01081570 養育支援訪問事業

Ｂ04,447 2,002 -7868 01081290 乳児家庭全戸訪問事業

Ｂ07,575 1,562,728 240,8047 01080900 児童手当等給付事業

Ｂ01,645 5,676 4,7396 01080350 地域交流センター施設管理事業

Ｂ025,771 2,786 -3,3045 01024220 次世代育成支援対策事業

Ｂ01,645 28 104 01023800 子育て支援短期利用事業

Ｂ06,581 260,193 207,0923 01023500 こども医療費助成事業

Ｂ02,468 4,989 1,1022 01023300 助産施設措置事業

表
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　６．施策の事後評価

評価理由、今後の方向性等

施策の成果レベル
（過去の推移、周辺
市との比較なども含
む）

平成28年4月からこども医療費制度助成事業は、通院分の対象年齢を中学校3
年生年度末までの拡充。平成27年10月に泉佐野市要保護児童対策地域協議会
に教育支援部会を設置し、教育、福祉部門との連携強化に努めました。ま
た、要対協の講演会を実施し、児童虐待の啓発を進めました。
ファミリーサポート年間活動回数は目標値を上回る結果となりました。
地域子育て支援センター年間利用者数については、利用者が増加傾向にあり
ます。

実際のサービスの利用の有無に関わらず、制度として必要な事業であり、ま
た、「次世代育成支援行動計画」策定時に実施したアンケート調査では、子
育てに悩みや不安を抱えている子育て家庭も多く、親子が集える場、親同士
の交流できる場、子育ての相談ができる場を求めている声も多くなっていま
す。

児童虐待件数の増加だけでなく、精神不安を抱える保護者等、特定妊婦への
対応及び面前ＤＶなど内容も複雑多様化していることから、児童虐待防止を
更に推進していく必要があります。

児童虐待については、養育問題（離婚・ＤＶ・経済的困窮・親の疾病・障が
い・死亡等）、子どもの発達、非行、不登校等、様々な要因や課題が複雑に
絡み合っているが、これからも子育て支援課及び関係機関の社会資源をフル
活用し、課題解決に努めていきます。

施策に対する市民
ニーズ

施策を取り巻く状況
（法令等の動向、
国・府の政策の動
向、社会潮流など）

合計点

総合評価

（４点中）

（３点中）

（３点中）

一次評価
（担当課に
よる評価）

判定項目 評価点

　７．施策を構成する事務事業

Ｂ
家庭児童年間相談件数の減少に努めること。

Ｂ
家庭児童年間相談件数の減少に努めること。

8点

Ｂ

二次評価（政策推進課・行財政管
理課による評価）

三次評価（理事者による評価）

Ａ016,957 4,598 4,568

一次評価
一般財源人件費 事業費

1 01023000 家庭児童相談室運営事業

事務事業 H29年度決算額
H30年度予算

事務事業名予算コード

0.0

2,000.0

4,000.0

6,000.0

8,000.0

H25実績 H26実績 H27実績 H28実績 H29実績 H30計画 H31計画

成果指標③

目標値

実績値

0.0
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3,000.0
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5,000.0
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7,000.0

H25実績 H26実績 H27実績 H28実績 H29実績 H30計画 H31計画

成果指標④

目標値

実績値


